
道では、条例により自転車損害賠償保険等への加入の努力義務を定めていますが、安

心して自転車を利用できる環境の整備には、特約を含む保険制度への理解及び加入促

進が不可欠です。特に、対人・対物賠償を含む特約付き保険の重要性を利用者に分かり

やすく伝える広報活動や、学校・地域団体を通じた啓発が求められます。自治体による

保険加入の義務化や、シェアサイクル事業者による自動付帯型保険の導入など、制度的

な支援の検討も重要です。あわせて、保険加入のメリットや補償内容について、わかりや

すく伝える広報資料や動画コンテンツの活用も効果的です。

さらに、矢羽根型路面表示や案内看板、ピクトグラム等の視認性向上、交差点や合流

地点における動線整理、夜間の視認性向上に向けた照明整備など、空間設計に関して利

用者目線での配慮が求められます。あわせて、快適な自転車利用環境の形成に向けては、

観光地や公共施設周辺における駐輪スペースの確保や、休憩施設の整備も重要な要素

です。

このように、通行空間の整備と維持管理、そして保険加入促進を一体的に進めること

で、道民が安心して自転車を利用できる環境を創出し、「深まる安心感」の実現につなげ

て、本道における自転車利活用のさらなる発展を図っていくことが求められます。

（３） 健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進

・ あらゆる世代の健康増進のための、安全で安心な自転車利用の促進

・ 環境に優しく、SDGs達成に貢献する自転車利用の促進

・ サイクルツーリズムの促進に向けた多角的な取組と環境整備の促進

・ 観光利用を含むシェアサイクルの利用拡大による自転車利活用の促進

・ 災害時の対応手段としての活用促進

自転車は、通勤や通学、買い物などの身近な移動手段であるとともに、健康の維持・

増進、環境負荷の軽減、観光資源としての多様な活用、さらには災害時の機動的な移動

手段としても高い価値を持つ交通手段です。本道においても、こうした自転車の特性を

最大限に活かし、地域の実情に応じた利活用の促進を図ることが、持続可能な社会の形

成に向けた重要な取組となります。

健康面においては、自転車の活用は有酸素運動による脂肪燃焼効果や生活習慣病の

予防、ストレス軽減、筋力維持など、あらゆる世代の健康増進に資する効果が期待され

ています。特に高齢者にとっては、歩行に比べ膝への負担が比較的軽いとされ移動範囲

を広げる手段としても有効であり、子どもにとっては運動習慣の定着や交通ルールの

学習機会としても重要です。今後は、年齢や体力に応じた自転車の選択肢（電動アシ

スト自転車、三輪自転車など）の普及促進や、地域の関係機関との連携による利用支

援の充実を通じて、幅広い世代が安全かつ安心して自転車を利用できる環境づくりを

進めていくことが求められます。

環境面では、自転車の利用促進は自動車依存の低減に直結し、温室効果ガスの排

出削減や大気環境の改善に寄与します。特に都市部においては、交通渋滞の緩和や騒

音の低減にもつながり、住環境の質の向上に資するものです。本道が推進している

「北海道SDGs推進ビジョン」との整合を図りながら、自転車を環境負荷の少ない移

動手段として位置づけ、公共交通機関との連携やパーク＆ライドの導入など、地域全

体での脱炭素型モビリティの構築を進めていくことが求められます。
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観光面では、本道では「トカプチ400」のナショナルサイクルルート

指定を契機に、本道各サイクルルートをはじめさらに質の高いサイク

ルツーリズムの提供に向けた多角的な取組が進められています。今

後は、観光振興の観点から、自転車ルートの魅力向上、利便性の高い

休憩・補給環境の整備、受入体制の強化、地域住民との交流促進な

どを総合的に進めていくことが求められます。特に、地域の特性を踏

まえたルートの工夫や、広域的な連携によるネットワークの形成は、

観光資源の魅力向上と活用の促進に寄与するものと考えられます。

また、シェアサイクルの利便性の向上や、地域資源と組み合わせた

新たな周遊スタイルの提供が、自転車の観光利用の促進に寄与しま

す。特に都市部や観光地においては、駅や宿泊施設、観光拠点におけ

るシェアサイクルポートの整備や、スマートフォンによる予約・決済・ナ

ビゲーション機能の充実など、利用しやすい仕組みの構築が期待さ

れています。

災害時においては、自転車が燃料を必要としない機動性の高い移

動手段であることから、被災地での小口物資輸送や情報伝達など、

小規模な対応手段としても有効です。道路寸断やガソリン供給停止

といった状況下でも、自転車は柔軟に対応できる特性を持っており、

平時からの利用習慣化や、ノーパンクタイヤ自転車など災害対応仕

様の普及、避難計画への組み込み、自治体によるマニュアル整備や訓

練への反映といった具体的施策が有効です。

加えて、電動アシスト自転車（e-bike）は、高齢者や体力に不安の

ある方々の移動機会を広げる手段として注目され、地域における実

用的な移動手段として普及が進みつつあり、より一層の普及促進が

求められます。

このように、自転車の健康・環境・観光・防災といった多面的な価

値を本道全体で共有し、その利点を最大限に引き出す施策を総合的

かつ計画的に展開していくため、今後は、行政・民間・地域住民が連

携し、本道における自転車利活用のさらなる促進を図っていくこと

が求められます。
出典：北海道開発局

サイクルルート北海道
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